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第８４号議案説明資料 

芦屋市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用に関する条例施行規則（未定稿） 

（趣旨） 

第１条 この規則は，芦屋市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例（平成２７年芦屋市条例第 

   号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（地方税事務における個人番号の利用） 

第２条 条例別表の規則で定める事務は，地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第

３４条第１項第３号及び同法第３１４条の２第１項第３号に定める社会保険料の金

額の所得控除の適用に関する事務とし，同表の規則で定める情報は，次に掲げる情

報とする。 

(1) 納税義務者又は当該納税義務者と生計を一にする配偶者その他の親族（以下「納

税義務者等」という。）に係る国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第

７６条第１項の保険料の徴収金額に関する情報 

(2) 納税義務者等に係る高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０

号）第１０４条第１項の保険料の徴収金額に関する情報 

(3) 納税義務者等に係る介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１２９条第１項

の保険料の徴収金額に関する情報 

附 則 

この規則は，平成２８年１月１日から施行する。 
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※情報連携のイメージ図

本市では従前より，事務の効率化や添付書類の省略等の市民負担の軽減を目的として，
法令に基づく場合や本人の同意を得た情報については，本市固有の宛名番号等を利用し
て，下記イメージ図①及び②の個人情報の庁内連携を行っている。
番号法第９条第２項においては，「地方公共団体の長その他の執行機関は，福祉，保健
若しくは医療その他の社会保障，地方税又は防災に関する事務その他これらに類する事
務であって条例で定めるものの処理に関して保有する特定個人情報ファイルにおいて個人
情報を効率的に検索し，及び管理するために必要な限度で個人番号を利用することができ
る。」こととされており，下記イメージ図①及び②の個人情報の庁内連携を今後も継続して
行うためには，条例を定める必要がある。
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行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 

別表第１（第９条関係）（市該当分のみ抜粋） 

主体 事務 

８ 市町村長 児童福祉法による障害児通所給付費，特例障害児通所給付費，高額障害児通所給付費，肢体不自由児通所医療

費，障害児相談支援給付費若しくは特例障害児相談支援給付費の支給，障害福祉サービスの提供，保育所にお

ける保育の実施若しくは措置又は費用の徴収に関する事務であって主務省令で定めるもの 

９ 都道府県知事，市長（特別区の区長を含む。）又

は社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に規定す

る福祉に関する事務所を管理する町村長（以下「都

道府県知事等」という。） 

児童福祉法による助産施設における助産の実施又は母子生活支援施設における保護の実施に関する事務であ

って主務省令で定めるもの 

１０ 都道府県知事又は市町村長 予防接種法（昭和２３年法律第６８号）による予防接種の実施，給付の支給又は実費の徴収に関する事務であ

って主務省令で定めるもの 

１２ 市町村長 身体障害者福祉法による障害福祉サービス，障害者支援施設等への入所等の措置又は費用の徴収に関する事務

であって主務省令で定めるもの 

１５ 都道府県知事等 生活保護法による保護の決定及び実施，就労自立給付金の支給，保護に要する費用の返還又は徴収金の徴収に

関する事務であって主務省令で定めるもの 

１６ 都道府県知事又は市町村長 地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の賦課徴収又は地方税に

関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事務であって主務省令で定めるもの 

１９ 公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）第２

条第１６号に規定する事業主体である都道府県知

事又は市町村長 

公営住宅法による公営住宅（同法第２条第２号に規定する公営住宅をいう。以下同じ。）の管理に関する事務

であって主務省令で定めるもの 

２７ 都道府県教育委員会又は市町村教育委員会 学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）による医療に要する費用についての援助に関する事務であって主

務省令で定めるもの 

３０ 市町村長又は国民健康保険組合 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）による保険給付の支給，保険料の徴収又は保健事業の実施に関

する事務であって主務省令で定めるもの 

３４ 市町村長 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）による障害福祉サービス，障害者支援施設等への入所等の措置

又は費用の徴収に関する事務であって主務省令で定めるもの 

３５ 住宅地区改良法（昭和３５年法律第８４号）第

２条第２項に規定する施行者である都道府県知事

又は市町村長 

住宅地区改良法による改良住宅（同法第２条第６項に規定する改良住宅をいう。以下同じ。）の管理若しくは

家賃若しくは敷金の決定若しくは変更又は収入超過者に対する措置に関する事務であって主務省令で定める

もの 

３６の２ 市町村長 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）による被災者台帳の作成に関する事務であって主務省令で定め

るもの 
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主体 事務 

３７ 都道府県知事等 児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）による児童扶養手当の支給に関する事務であって主務省令で定

めるもの 

４１ 市町村長 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）による福祉の措置又は費用の徴収に関する事務であって主務省令で

定めるもの 

４４ 都道府県知事又は市町村長 母子及び父子並びに寡婦福祉法による配偶者のない者で現に児童を扶養しているもの又は寡婦についての便

宜の供与に関する事務であって主務省令で定めるもの 

４５ 都道府県知事等 母子及び父子並びに寡婦福祉法による給付金の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの 

４６ 厚生労働大臣又は都道府県知事 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）による特別児童扶養手当の支給に関す

る事務であって主務省令で定めるもの 

４７ 都道府県知事等 特別児童扶養手当等の支給に関する法律による障害児福祉手当若しくは特別障害者手当又は国民年金法等の

一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４号。以下「昭和６０年法律第３４号」という。）附則第９７条第

１項の福祉手当の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの 

４９ 市町村長 母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）による保健指導，新生児の訪問指導，健康診査，妊娠の届出，母子

健康手帳の交付，妊産婦の訪問指導，低体重児の届出，未熟児の訪問指導，養育医療の給付若しくは養育医療

に要する費用の支給又は費用の徴収に関する事務であって主務省令で定めるもの 

５６ 市町村長（児童手当法（昭和４６年法律第７３

号）第１７条第１項の表の下欄に掲げる者を含む。）

児童手当法による児童手当又は特例給付（同法附則第２条第１項に規定する給付をいう。以下同じ。）の支給

に関する事務であって主務省令で定めるもの 

５９ 市町村長又は高齢者の医療の確保に関する法

律（昭和５７年法律第８０号）第４８条に規定する

後期高齢者医療広域連合（以下「後期高齢者医療広

域連合」という。） 

高齢者の医療の確保に関する法律による後期高齢者医療給付の支給，保険料の徴収又は保健事業の実施に関す

る事務であって主務省令で定めるもの 

６１の２ 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する

法律（平成５年法律第５２号）第１８条第２項に規

定する賃貸住宅の建設及び管理を行う都道府県知

事又は市町村長 

特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律による賃貸住宅の管理に関する事務であって主務省令で定める

もの 

６３ 都道府県知事等 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律による支援給付又は配偶者支援金（以下「中国残留邦人等支援給付等」という。）の支給に関する事務

であって主務省令で定めるもの 

６８ 市町村長 介護保険法（平成９年法律第１２３号）による保険給付の支給，地域支援事業の実施又は保険料の徴収に関す

る事務であって主務省令で定めるもの 

７６ 市町村長 健康増進法（平成１４年法律第１０３号）による健康増進事業の実施に関する事務であって主務省令で定める

もの 
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主体 事務 

８４ 都道府県知事又は市町村長 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）による自立支援

給付の支給又は地域生活支援事業の実施に関する事務であって主務省令で定めるもの 

９４ 市町村長 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）による子どものための教育・保育給付の支給又は地域子ど

も・子育て支援事業の実施に関する事務であって主務省令で定めるもの 
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別表第２（第１９条，第２１条関係）（市該当分のみ抜粋） 

情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

１ 厚生労働大臣 健康保険法第５条第２項の規定により

厚生労働大臣が行うこととされた健康

保険に関する事務であって主務省令で

定めるもの 

医療保険者（医療保険各法（健

康保険法，船員保険法，私立

学校教職員共済法，国家公務

員共済組合法，国民健康保険

法又は地方公務員等共済組合

法をいう。以下同じ。）によ

り医療に関する給付の支給を

行う全国健康保険協会，健康

保険組合，日本私立学校振

興・共済事業団，共済組合，

市町村長又は国民健康保険組

合をいう。以下同じ。）又は

後期高齢者医療広域連合 

医療保険各法又は高齢者の医療の確保に関する法律による医療に

関する給付の支給又は保険料の徴収に関する情報（以下「医療保険

給付関係情報」という。）であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税法その他の地方税に関する法律に基づく条例の規定により

算定した税額若しくはその算定の基礎となる事項に関する情報（以

下「地方税関係情報」という。），住民基本台帳法第７条第４号に

規定する事項（以下「住民票関係情報」という。）又は介護保険法

による保険給付の支給，地域支援事業の実施若しくは保険料の徴収

に関する情報（以下「介護保険給付等関係情報」という。）であっ

て主務省令で定めるもの 

２ 全国健康保険協会 健康保険法による保険給付の支給に関

する事務であって主務省令で定めるも

の 

医療保険者又は後期高齢者医

療広域連合 

医療保険給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報，住民票関係情報又は介護保険給付等関係情報であ

って主務省令で定めるもの 

３ 健康保険組合 健康保険法による保険給付の支給に関

する事務であって主務省令で定めるも

の 

医療保険者又は後期高齢者医

療広域連合 

医療保険給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報，住民票関係情報又は介護保険給付等関係情報であ

って主務省令で定めるもの 
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情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

４ 厚生労働大臣 船員保険法第４条第２項の規定により

厚生労働大臣が行うこととされた船員

保険に関する事務であって主務省令で

定めるもの 

医療保険者又は後期高齢者医

療広域連合 

医療保険給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報，住民票関係情報又は介護保険給付等関係情報であ

って主務省令で定めるもの 

５ 全国健康保険協会 船員保険法による保険給付の支給に関

する事務であって主務省令で定めるも

の 

医療保険者又は後期高齢者医

療広域連合 

医療保険給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

６ 全国健康保険協会 船員保険法による保険給付又は平成１

９年法律第３０号附則第３９条の規定

によりなお従前の例によるものとされ

た平成１９年法律第３０号第４条の規

定による改正前の船員保険法による保

険給付の支給に関する事務であって主

務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報，住民票関係情報又は介護保険給付等関係情報であ

って主務省令で定めるもの 

８ 都道府県知事 児童福祉法による里親の認定，養育里

親の登録又は障害児入所給付費，高額

障害児入所給付費若しくは特定入所障

害児食費等給付費の支給に関する事務

であって主務省令で定めるもの 

市町村長 児童福祉法による障害児通所支援に関する情報，地方税関係情報，

住民票関係情報，介護保険給付等関係情報又は障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律による自立支援給付の

支給に関する情報（以下「障害者自立支援給付関係情報」という。）

であって主務省令で定めるもの 

９ 都道府県知事 児童福祉法による小児慢性特定疾病医

療費の支給に関する事務であって主務

省令で定めるもの 

児童福祉法第１９条の７に規

定する他の法令による給付の

支給を行うこととされている

者 

児童福祉法第１９条の７に規定する他の法令による給付の支給に

関する情報であって主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護法による保護の実施若しくは就労自立給付金の支給に関

する情報（以下「生活保護関係情報」という。）又は中国残留邦人

等支援給付等の支給に関する情報（以下「中国残留邦人等支援給付

等関係情報」という。）であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 
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情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

  特別児童扶養手当等の支給に

関する法律その他の法令によ

る給付の支給を行うこととさ

れている者 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律その他の法令による給付

の支給に関する情報であって主務省令で定めるもの 

１０ 市町村長 児童福祉法による障害児通所給付費，

特例障害児通所給付費若しくは高額障

害児通所給付費の支給又は障害福祉サ

ービスの提供に関する事務であって主

務省令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報又は中国残留邦人等支援給付等関係情報であっ

て主務省令で定めるもの 

１１ 市町村長 児童福祉法による障害児通所給付費，

特例障害児通所給付費，高額障害児通

所給付費，障害児相談支援給付費若し

くは特例障害児相談支援給付費の支給

又は障害福祉サービスの提供に関する

事務であって主務省令で定めるもの 

市町村長 児童福祉法による障害児通所支援に関する情報，地方税関係情報，

住民票関係情報，介護保険給付等関係情報又は障害者自立支援給付

関係情報であって主務省令で定めるもの 

１２ 市町村長 児童福祉法による肢体不自由児通所医

療費の支給に関する事務であって主務

省令で定めるもの 

児童福祉法第２１条の５の３

０に規定する他の法令による

給付の支給を行うこととされ

ている者 

児童福祉法第２１条の５の３０に規定する他の法令による給付の

支給に関する情報であって主務省令で定めるもの 

特別児童扶養手当等の支給に

関する法律その他の法令によ

る給付の支給を行うこととさ

れている者 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律その他の法令による給付

の支給に関する情報であって主務省令で定めるもの 

１３ 市町村長 児童福祉法による保育所における保育

の実施又は措置に関する事務であって

主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 児童扶養手当法による児童扶養手当の支給に関する情報（以下「児

童扶養手当関係情報」という。）であって主務省令で定めるもの 

１４ 都道府県知事 児童福祉法による障害児入所給付費，

高額障害児入所給付費又は特定入所障

害児食費等給付費の支給に関する事務

であって主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報又は中国残留邦人等支援給付等関係情報であっ

て主務省令で定めるもの 
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情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

１５ 都道府県知事 児童福祉法による障害児入所医療費の

支給に関する事務であって主務省令で

定めるもの 

児童福祉法第２４条の２２に

規定する他の法令による給付

の支給を行うこととされてい

る者 

児童福祉法第２４条の２２に規定する他の法令による給付の支給

に関する情報であって主務省令で定めるもの 

特別児童扶養手当等の支給に

関する法律その他の法令によ

る給付の支給を行うこととさ

れている者 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律その他の法令による給付

の支給に関する情報であって主務省令で定めるもの 

１６ 都道府県知事又

は市町村長 

児童福祉法による負担能力の認定又は

費用の徴収に関する事務であって主務

省令で定めるもの 

市町村長 児童福祉法による障害児通所支援に関する情報，地方税関係情報，

住民票関係情報又は障害者自立支援給付関係情報であって主務省

令で定めるもの 

都道府県知事等 児童福祉法による母子生活支援施設における保護の実施に関する

情報，生活保護関係情報，児童扶養手当関係情報又は中国残留邦人

等支援給付等関係情報であって主務省令で定めるもの 

厚生労働大臣又は日本年金機

構 

国民年金法による障害基礎年金の支給に関する情報であって主務

省令で定めるもの 

厚生労働大臣又は都道府県知

事等 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律による特別児童扶養手当

の支給に関する情報（以下「特別児童扶養手当関係情報」という。）

であって主務省令で定めるもの 

１６の２ 都道府県知

事又は市町村長 

予防接種法による予防接種の実施に関

する事務であって主務省令で定めるも

の 

都道府県知事又は市町村長 予防接種法による予防接種の実施に関する情報であって主務省令

で定めるもの 

１７ 市町村長 予防接種法による給付（同法第１５条

第１項の疾病に係るものに限る。）の

支給に関する事務であって主務省令で

定めるもの 

医療保険者その他の法令によ

る医療に関する給付の支給を

行うこととされている者 

医療保険各法その他の法令による医療に関する給付の支給に関す

る情報であって主務省令で定めるもの 

１８ 市町村長 予防接種法による給付の支給又は実費

の徴収に関する事務であって主務省令

で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 
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情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

１９ 市町村長 予防接種法による給付（同法第１５条

第１項の障害に係るものに限る。）の

支給に関する事務であって主務省令で

定めるもの 

特別児童扶養手当等の支給に

関する法律その他の法令によ

る障害を有する者について支

給される手当を支給すること

とされている者 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律その他の法令による障害

を有する者に対する手当の支給に関する情報であって主務省令で

定めるもの 

２０ 市町村長 身体障害者福祉法による障害福祉サー

ビス，障害者支援施設等への入所等の

措置又は費用の徴収に関する事務であ

って主務省令で定めるもの 

都道府県知事 障害者関係情報であって主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報又は中国残留邦人等支援給付等関係情報であっ

て主務省令で定めるもの 

市町村長 住民票関係情報又は障害者自立支援給付関係情報であって主務省

令で定めるもの 

２１ 厚生労働大臣 身体障害者福祉法による費用の徴収に

関する事務であって主務省令で定める

もの 

都道府県知事等 生活保護関係情報又は中国残留邦人等支援給付等関係情報であっ

て主務省令で定めるもの 

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの 

２２ 都道府県知事 精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律による入院措置に関する事務であ

って主務省令で定めるもの 

精神保健及び精神障害者福祉

に関する法律第３０条の２に

規定する他の法律による医療

に関する給付の支給を行うこ

ととされている者 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第３０条の２に規定す

る他の法律による医療に関する給付の支給に関する情報であって

主務省令で定めるもの 

２３ 都道府県知事 精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律による入院措置又は費用の徴収に

関する事務であって主務省令で定める

もの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 

２４ 都道府県知事 精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律による費用の徴収に関する事務で

あって主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報又は中国残留邦人等支援給付等関係情報であっ

て主務省令で定めるもの 

２６ 都道府県知事等 生活保護法による保護の決定及び実施

又は徴収金の徴収に関する事務であっ

て主務省令で定めるもの 

医療保険者又は後期高齢者医

療広域連合 

医療保険給付関係情報であって主務省令で定めるもの 
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情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

  厚生労働大臣 労働者災害補償関係情報，戦傷病者戦没者遺族等援護法による援護

に関する情報（以下「戦傷病者戦没者遺族等援護関係情報」とい

う。），雇用保険法による給付の支給に関する情報（以下「失業等

給付関係情報」という。），原子爆弾被爆者に対する援護に関する

法律による一般疾病医療費の支給に関する情報，石綿による健康被

害の救済に関する法律による特別遺族給付金の支給に関する情報

（以下「石綿健康被害救済給付等関係情報」という。）又は職業訓

練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律による職

業訓練受講給付金の支給に関する情報（以下「職業訓練受講給付金

関係情報」という。）であって主務省令で定めるもの 

  都道府県知事 災害救助法による救助若しくは扶助金の支給，児童福祉法による小

児慢性特定疾病医療費，療育の給付若しくは障害児入所給付費の支

給若しくは母子及び父子並びに寡婦福祉法による資金の貸付けに

関する情報，障害者自立支援給付関係情報又は難病の患者に対する

医療等に関する法律による特定医療費の支給に関する情報であっ

て主務省令で定めるもの 

  都道府県知事等 生活保護関係情報，児童扶養手当関係情報又は母子及び父子並びに

寡婦福祉法による給付金，特別児童扶養手当等の支給に関する法律

による障害児福祉手当若しくは特別障害者手当若しくは昭和６０

年法律第３４号附則第９７条第１項の福祉手当の支給に関する情

報であって主務省令で定めるもの 

  市町村長 地方税関係情報，母子保健法による養育医療の給付若しくは養育医

療に要する費用の支給に関する情報，児童手当法による児童手当若

しくは特例給付の支給に関する情報（以下「児童手当関係情報」と

いう。），介護保険給付等関係情報又は障害者自立支援給付関係情

報であって主務省令で定めるもの 

  社会福祉協議会 社会福祉法による生計困難者に対して無利子又は低利で資金を融

通する事業の実施に関する情報であって主務省令で定めるもの 
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情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

  厚生労働大臣若しくは日本年

金機構，共済組合等又は農林

漁業団体職員共済組合 

年金給付関係情報又は厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共

済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を

廃止する等の法律による年金である給付，特定障害者に対する特別

障害給付金の支給に関する法律による特別障害給付金若しくは年

金生活者支援給付金の支給に関する法律による年金生活者支援給

付金の支給に関する情報であって主務省令で定めるもの 

  文部科学大臣又は都道府県教

育委員会 

特別支援学校への就学奨励に関する法律による特別支援学校への

就学のため必要な経費の支弁に関する情報であって主務省令で定

めるもの 

  都道府県教育委員会又は市町

村教育委員会 

学校保健安全法による医療に要する費用についての援助に関する

情報であって主務省令で定めるもの 

  厚生労働大臣又は都道府県知

事 

特別児童扶養手当関係情報又は雇用対策法による職業転換給付金

の支給に関する情報であって主務省令で定めるもの 

  地方公務員災害補償基金 地方公務員災害補償法による公務上の災害又は通勤による災害に

対する補償に関する情報（以下「地方公務員災害補償関係情報」と

いう。）であって主務省令で定めるもの 

  厚生労働大臣又は都道府県知

事等 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律による永住帰国

旅費，自立支度金，一時金，若しくは一時帰国旅費の支給に関する

情報又は中国残留邦人等支援給付等関係情報であって主務省令で

定めるもの 

  都道府県知事又は広島市長若

しくは長崎市長 

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律による手当等の支給に

関する情報であって主務省令で定めるもの 

２７ 市町村長 地方税法その他の地方税に関する法律

及びこれらの法律に基づく条例による

地方税の賦課徴収に関する事務であっ

て主務省令で定めるもの 

医療保険者又は後期高齢者医

療広域連合 

医療保険給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

都道府県知事 障害者関係情報であって主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 

厚生労働大臣若しくは日本年

金機構又は共済組合等 

年金給付関係情報であって主務省令で定めるもの 
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情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

  厚生労働大臣 失業等給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

２８ 都道府県知事 地方税法その他の地方税に関する法律

及びこれらの法律に基づく条例による

地方税の賦課徴収に関する事務であっ

て主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの 

２９ 厚生労働大臣又

は共済組合等 

地方税法その他の地方税に関する法律

及びこれらの法律に基づく条例による

地方税の賦課徴収に関する事務であっ

て主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの 

３０ 社会福祉協議会 社会福祉法による生計困難者に対して

無利子又は低利で資金を融通する事業

の実施に関する事務であって主務省令

で定めるもの 

医療保険者又は後期高齢者医

療広域連合 

医療保険給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報，児童扶養手当関係情報又は母子及び父子並びに

寡婦福祉法による給付金の支給に関する情報であって主務省令で

定めるもの 

市町村長 住民票関係情報，児童手当関係情報又は介護保険給付等関係情報で

あって主務省令で定めるもの 

３１ 公営住宅法第２

条第１６号に規定す

る事業主体である都

道府県知事又は市町

村長 

公営住宅法による公営住宅の管理に関

する事務であって主務省令で定めるも

の 

都道府県知事 障害者関係情報であって主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 

３３ 日本私立学校振

興・共済事業団 

私立学校教職員共済法による短期給付

の支給に関する事務であって主務省令

で定めるもの 

医療保険者又は後期高齢者医

療広域連合 

医療保険給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 介護保険給付等関係情報であって主務省令で定めるもの 

３４ 日本私立学校振

興・共済事業団 

私立学校教職員共済法による短期給付

又は年金である給付の支給に関する事

務であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 

３５ 厚生労働大臣又

は共済組合等 

厚生年金保険法による年金である保険

給付又は一時金の支給に関する事務で

あって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 
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情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

３７ 文部科学大臣又

は都道府県教育委員

会 

特別支援学校への就学奨励に関する法

律による特別支援学校への就学のため

必要な経費の支弁に関する事務であっ

て主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 

３８ 都道府県教育委

員会又は市町村教育

委員会 

学校保健安全法による医療に要する費

用についての援助に関する事務であっ

て主務省令で定めるもの 

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの 

３９ 国家公務員共済

組合 

国家公務員共済組合法による短期給付

の支給に関する事務であって主務省令

で定めるもの 

医療保険者又は後期高齢者医

療広域連合 

医療保険給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報，住民票関係情報又は介護保険給付等関係情報であ

って主務省令で定めるもの 

４０ 国家公務員共済

組合連合会 

国家公務員共済組合法又は国家公務員

共済組合法の長期給付に関する施行法

による年金である給付の支給に関する

事務であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 

４２ 市町村長又は国

民健康保険組合 

国民健康保険法による保険給付の支給

又は保険料の徴収に関する事務であっ

て主務省令で定めるもの 

医療保険者又は後期高齢者医

療広域連合 

医療保険給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報，住民票関係情報又は介護保険給付等関係情報であ

って主務省令で定めるもの 

４３ 市町村長又は国

民健康保険組合 

国民健康保険法による保険給付の支給

に関する事務であって主務省令で定め

るもの 

国民健康保険法第５６条第１

項に規定する他の法令による

給付の支給を行うこととされ

ている者 

国民健康保険法第５６条第１項に規定する他の法令による給付の

支給に関する情報であって主務省令で定めるもの 

４４ 市町村長 国民健康保険法による保険料の徴収に

関する事務であって主務省令で定める

もの 

厚生労働大臣 失業等給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

４５ 市町村長 国民健康保険法による特別徴収の方法

による保険料の徴収又は納入に関する

事務であって主務省令で定めるもの 

厚生労働大臣若しくは日本年

金機構又は共済組合等 

年金給付関係情報であって主務省令で定めるもの 
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情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

４６ 厚生労働大臣又

は共済組合等 

国民健康保険法による特別徴収の方法

による保険料の徴収又は納入に関する

事務であって主務省令で定めるもの 

市町村長 国民健康保険法第７６条の４において準用する介護保険法第１３

６条第１項（同法第１４０条第３項において準用する場合を含

む。），第１３８条第１項又は第１４１条第１項の規定により通知

することとされている事項に関する情報であって主務省令で定め

るもの 

４７ 厚生労働大臣 国民年金法による年金である給付若し

くは一時金の支給又は保険料の免除に

関する事務であって主務省令で定める

もの 

都道府県知事等 児童扶養手当関係情報であって主務省令で定めるもの 

４８ 厚生労働大臣 国民年金法による年金である給付若し

くは一時金の支給，保険料の納付に関

する処分又は保険料その他徴収金の徴

収に関する事務であって主務省令で定

めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 

５０ 厚生労働大臣 国民年金法による保険料の免除又は保

険料の納付に関する処分に関する事務

であって主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 国民年金法第８９条第１項第３号の施設に入所する者に関する情

報であって主務省令で定めるもの 

５３ 市町村長 知的障害者福祉法による障害福祉サー

ビス，障害者支援施設等への入所等の

措置又は費用の徴収に関する事務であ

って主務省令で定めるもの 

都道府県知事 障害者関係情報であって主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報又は中国残留邦人等支援給付等関係情報であっ

て主務省令で定めるもの 

市町村長 住民票関係情報又は障害者自立支援給付関係情報であって主務省

令で定めるもの 

５４ 住宅地区改良法

第２条第２項に規定

する施行者である都

道府県知事又は市町

村長 

住宅地区改良法による改良住宅の管理

若しくは家賃若しくは敷金の決定若し

くは変更又は収入超過者に対する措置

に関する事務であって主務省令で定め

るもの 

都道府県知事 障害者関係情報であって主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 
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情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

５６の２ 市町村長 災害対策基本法による被災者台帳の作

成に関する事務であって主務省令で定

めるもの 

都道府県知事 災害救助法による救助若しくは児童福祉法による障害児入所支援，

小児慢性特定疾病医療費の支給若しくは措置（同法第２７条第１項

第３号又は第２項の措置をいう。）に関する情報，障害者関係情報

又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による入院措置若

しくは難病の患者に対する医療等に関する法律による特定医療費

の支給に関する情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 児童福祉法による障害児通所支援若しくは母子保健法による妊娠

の届出に関する情報又は介護保険給付等関係情報であって主務省

令で定めるもの 

厚生労働大臣又は都道府県知

事 

特別児童扶養手当関係情報であって主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 特別児童扶養手当等の支給に関する法律による障害児福祉手当若

しくは特別障害者手当又は昭和６０年法律第３４号附則第９７条

第１項の福祉手当の支給に関する情報であって主務省令で定める

もの 

都道府県知事又は市町村長 障害者自立支援給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

５７ 都道府県知事等 児童扶養手当法による児童扶養手当の

支給に関する事務であって主務省令で

定めるもの 

都道府県知事 児童福祉法による障害児入所支援，措置（同法第２７条第１項第３

号若しくは第２項又は第２７条の２第１項の措置をいう。）若しく

は日常生活上の援助及び生活指導並びに就業の支援の実施に関す

る情報又は障害者関係情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報，住民票関係情報又は障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律による療養介護若しくは施設入

所支援に関する情報であって主務省令で定めるもの 

児童扶養手当法第３条第２項

に規定する公的年金給付の支

給を行うこととされている者

児童扶養手当法第３条第２項に規定する公的年金給付の支給に関

する情報であって主務省令で定めるもの 

厚生労働大臣又は都道府県知

事 

特別児童扶養手当関係情報であって主務省令で定めるもの 
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情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

５８ 地方公務員共済

組合 

地方公務員等共済組合法による短期給

付の支給に関する事務であって主務省

令で定めるもの 

医療保険者又は後期高齢者医

療広域連合 

医療保険給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報，住民票関係情報又は介護保険給付等関係情報であ

って主務省令で定めるもの 

５９ 地方公務員共済

組合又は全国市町村

職員共済組合連合会

地方公務員等共済組合法又は地方公務

員等共済組合法の長期給付等に関する

施行法による年金である給付の支給に

関する事務であって主務省令で定める

もの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 

６１ 市町村長 老人福祉法による福祉の措置に関する

事務であって主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報，住民票関係情報又は介護保険給付等関係情報であ

って主務省令で定めるもの 

６２ 市町村長 老人福祉法による費用の徴収に関する

事務であって主務省令で定めるもの 

医療保険者又は後期高齢者医

療広域連合 

医療保険給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

厚生労働大臣 労働者災害補償関係情報又は失業等給付関係情報であって主務省

令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報，住民票関係情報又は介護保険給付等関係情報であ

って主務省令で定めるもの 

厚生労働大臣若しくは日本年

金機構又は共済組合等 

年金給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

６３ 都道府県知事 母子及び父子並びに寡婦福祉法による

償還未済額の免除又は資金の貸付けに

関する事務であって主務省令で定める

もの 

市町村長 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの 

６４ 都道府県知事又

は市町村長 

母子及び父子並びに寡婦福祉法による

配偶者のない者で現に児童を扶養して

いるもの又は寡婦についての便宜の供

与に関する事務であって主務省令で定

めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報又は児童扶養手当関係情報であって主務省令で

定めるもの 

市町村長 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの 
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情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

６５ 都道府県知事等 母子及び父子並びに寡婦福祉法による

給付金の支給に関する事務であって主

務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 児童扶養手当関係情報であって主務省令で定めるもの 

厚生労働大臣 雇用保険法による教育訓練給付金の支給に関する情報又は職業訓

練受講給付金関係情報であって主務省令で定めるもの 

６６ 厚生労働大臣又

は都道府県知事 

特別児童扶養手当等の支給に関する法

律による特別児童扶養手当の支給に関

する事務であって主務省令で定めるも

の 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 

厚生労働大臣若しくは日本年

金機構又は共済組合等 

年金給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

６７ 都道府県知事等 特別児童扶養手当等の支給に関する法

律による障害児福祉手当若しくは特別

障害者手当又は昭和６０年法律第３４

号附則第９７条第１項の福祉手当の支

給に関する事務であって主務省令で定

めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 

６８ 都道府県知事等 特別児童扶養手当等の支給に関する法

律による障害児福祉手当又は特別障害

者手当の支給に関する事務であって主

務省令で定めるもの 

厚生労働大臣若しくは日本年

金機構又は共済組合等 

年金給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

６９ 都道府県知事等 特別児童扶養手当等の支給に関する法

律による特別障害者手当の支給に関す

る事務であって主務省令で定めるもの

都道府県知事又は広島市長若

しくは長崎市長 

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律による介護手当の支給

に関する情報であって主務省令で定めるもの 

７０ 市町村長 母子保健法による費用の徴収に関する

事務であって主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報又は中国残留邦人等支援給付等関係情報であっ

て主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 

７１ 厚生労働大臣又

は都道府県知事 

雇用対策法による職業転換給付金の支

給に関する事務であって主務省令で定

めるもの 

市町村長 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの 

７４ 市町村長（児童

手当法第１７条第１

項の表の下欄に掲げ

る者を含む。） 

児童手当法による児童手当又は特例給

付の支給に関する事務であって主務省

令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 
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情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

７５ 市町村長 児童手当法による児童手当又は特例給

付の支給に関する事務であって主務省

令で定めるもの 

厚生労働大臣若しくは日本年

金機構又は共済組合等 

年金給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

７７ 厚生労働大臣 雇用保険法による未支給の失業等給付

又は介護休業給付金の支給に関する事

務であって主務省令で定めるもの 

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの 

７８ 厚生労働大臣 雇用保険法による傷病手当の支給に関

する事務であって主務省令で定めるも

の 

雇用保険法第３７条第８項に

規定する他の法令による給付

の支給を行うこととされてい

る者 

雇用保険法第３７条第８項に規定する他の法令による給付の支給

に関する情報であって主務省令で定めるもの 

８０ 後期高齢者医療

広域連合 

高齢者の医療の確保に関する法律によ

る後期高齢者医療給付の支給又は保険

料の徴収に関する事務であって主務省

令で定めるもの 

医療保険者又は後期高齢者医

療広域連合 

医療保険給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報，住民票関係情報又は介護保険給付等関係情報であ

って主務省令で定めるもの 

８２ 市町村長 高齢者の医療の確保に関する法律によ

る保険料の徴収に関する事務であって

主務省令で定めるもの 

厚生労働大臣若しくは日本年

金機構又は共済組合等 

年金給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

後期高齢者医療広域連合 高齢者の医療の確保に関する法律による保険料の徴収に関する情

報であって主務省令で定めるもの 

８３ 厚生労働大臣又

は共済組合等 

高齢者の医療の確保に関する法律によ

る特別徴収の方法による保険料の徴収

又は納入に関する事務であって主務省

令で定めるもの 

市町村長 高齢者の医療の確保に関する法律第１１０条において準用する介

護保険法第１３６条第１項（同法第１４０条第３項において準用す

る場合を含む。），第１３８条第１項又は第１４１条第１項の規定

により通知することとされている事項に関する情報であって主務

省令で定めるもの 

８４ 厚生労働大臣 昭和６０年法律第３４号附則第８７条

第２項の規定により厚生年金保険の実

施者たる政府が支給するものとされた

年金である保険給付の支給に関する事

務であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 
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情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

８５ 都道府県知事等 昭和６０年法律第３４号附則第９７条

第１項の福祉手当の支給に関する事務

であって主務省令で定めるもの 

昭和６０年法律第３４号附則

第９７条第２項において準用

する特別児童扶養手当等の支

給に関する法律第１７条第１

号の障害を支給事由とする給

付の支給を行うこととされて

いる者 

昭和６０年法律第３４号附則第９７条第２項において準用する特

別児童扶養手当等の支給に関する法律第１７条第１号の障害を支

給事由とする給付の支給に関する情報であって主務省令で定める

もの 

８５の２ 特定優良賃

貸住宅の供給の促進

に関する法律第１８

条第２項に規定する

賃貸住宅の建設及び

管理を行う都道府県

知事又は市町村長 

特定優良賃貸住宅の供給の促進に関す

る法律による賃貸住宅の管理に関する

事務であって主務省令で定めるもの 

都道府県知事 障害者関係情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 

８７ 都道府県知事等 中国残留邦人等支援給付等の支給に関

する事務であって主務省令で定めるも

の 

医療保険者又は後期高齢者医

療広域連合 

医療保険給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

厚生労働大臣 労働者災害補償関係情報，戦傷病者戦没者遺族等援護関係情報，失

業等給付関係情報，原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律によ

る一般疾病医療費の支給に関する情報，石綿健康被害救済給付等関

係情報又は職業訓練受講給付金関係情報であって主務省令で定め

るもの 

都道府県知事 災害救助法による救助若しくは扶助金の支給，児童福祉法による小

児慢性特定疾病医療費，療育の給付若しくは障害児入所給付費の支

給若しくは母子及び父子並びに寡婦福祉法による資金の貸付けに

関する情報，障害者自立支援給付関係情報又は難病の患者に対する

医療等に関する法律による特定医療費の支給に関する情報であっ

て主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報，児童扶養手当関係情報又は母子及び父子並びに

寡婦福祉法による給付金，特別児童扶養手当等の支給に関する法律

による障害児福祉手当若しくは特別障害者手当若しくは昭和６０

年法律第３４号附則第９７条第１項の福祉手当の支給に関する情

報であって主務省令で定めるもの 
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情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

  市町村長 地方税関係情報，母子保健法による養育医療の給付若しくは養育医

療に要する費用の支給に関する情報，児童手当関係情報，介護保険

給付等関係情報又は障害者自立支援給付関係情報であって主務省

令で定めるもの 

  社会福祉協議会 社会福祉法による生計困難者に対して無利子又は低利で資金を融

通する事業の実施に関する情報であって主務省令で定めるもの 

  厚生労働大臣若しくは日本年

金機構，共済組合等又は農林

漁業団体職員共済組合 

年金給付関係情報又は厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共

済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を

廃止する等の法律による年金である給付，特定障害者に対する特別

障害給付金の支給に関する法律による特別障害給付金若しくは年

金生活者支援給付金の支給に関する法律による年金生活者支援給

付金の支給に関する情報であって主務省令で定めるもの 

  文部科学大臣又は都道府県教

育委員会 

特別支援学校への就学奨励に関する法律による特別支援学校への

就学のため必要な経費の支弁に関する情報であって主務省令で定

めるもの 

  都道府県教育委員会又は市町

村教育委員会 

学校保健安全法による医療に要する費用についての援助に関する

情報であって主務省令で定めるもの 

  厚生労働大臣又は都道府県知

事 

特別児童扶養手当関係情報又は雇用対策法による職業転換給付金

の支給に関する情報であって主務省令で定めるもの 

  地方公務員災害補償基金 地方公務員災害補償関係情報であって主務省令で定めるもの 

  厚生労働大臣又は都道府県知

事等 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律による永住帰国

旅費，自立支度金，一時金若しくは一時帰国旅費の支給に関する情

報又は中国残留邦人等支援給付等関係情報であって主務省令で定

めるもの 

  都道府県知事又は広島市長若

しくは長崎市長 

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律による手当等の支給に

関する情報であって主務省令で定めるもの 

８８ 厚生労働大臣 原子爆弾被爆者に対する援護に関する

法律による一般疾病医療費の支給に関

する事務であって主務省令で定めるも

の 

原子爆弾被爆者に対する援護

に関する法律第１８条第１項

ただし書に規定する他の法令

による医療に関する給付の支

給を行うこととされている者

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第１８条第１項ただし

書に規定する他の法令による医療に関する給付の支給に関する情

報であって主務省令で定めるもの 
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情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

８９ 都道府県知事又

は広島市長若しくは

長崎市長 

原子爆弾被爆者に対する援護に関する

法律による保健手当又は葬祭料の支給

に関する事務であって主務省令で定め

るもの 

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの 

９０ 都道府県知事又

は広島市長若しくは

長崎市長 

原子爆弾被爆者に対する援護に関する

法律による介護手当の支給に関する事

務であって主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 介護保険給付等関係情報であって主務省令で定めるもの 

９１ 厚生労働大臣 平成８年法律第８２号附則第１６条第

３項の規定により厚生年金保険の実施

者たる政府が支給するものとされた年

金である給付の支給に関する事務であ

って主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 

９２ 平成８年法律第

８２号附則第３２条

第２項に規定する存

続組合又は平成８年

法律第８２号附則第

４８条第１項に規定

する指定基金 

平成８年法律第８２号による年金であ

る長期給付又は年金である給付の支給

に関する事務であって主務省令で定め

るもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 

９３ 市町村長 介護保険法による保険給付の支給又は

地域支援事業の実施に関する事務であ

って主務省令で定めるもの 

医療保険者又は後期高齢者医

療広域連合 

医療保険給付関係情報であって主務省令で定めるもの 

介護保険法第２０条に規定す

る他の法令による給付の支給

を行うこととされている者 

介護保険法第２０条に規定する他の法令による給付の支給に関す

る情報であって主務省令で定めるもの 

９４ 市町村長 介護保険法による保険給付の支給，地

域支援事業の実施又は保険料の徴収に

関する事務であって主務省令で定める

もの 

都道府県知事等 生活保護関係情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報，住民票関係情報又は介護保険給付等関係情報であ

って主務省令で定めるもの 

厚生労働大臣若しくは日本年

金機構又は共済組合等 

年金給付関係情報であって主務省令で定めるもの 
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情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

９５ 厚生労働大臣又

は共済組合等 

介護保険法による特別徴収の方法によ

る保険料の徴収又は納入に関する事務

であって主務省令で定めるもの 

市町村長 介護保険法第１３６条第１項（同法第１４０条第３項において準用

する場合を含む。），第１３８条第１項又は第１４１条第１項の規

定により通知することとされている事項に関する情報であって主

務省令で定めるもの 

９６ 都道府県知事 被災者生活再建支援法による被災者生

活再建支援金の支給に関する事務であ

って主務省令で定めるもの 

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの 

９７ 都道府県知事又

は保健所を設置する

市の長 

感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律による費用の負担

又は療養費の支給に関する事務であっ

て主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの 

１０１ 厚生労働大臣 厚生年金保険制度及び農林漁業団体職

員共済組合制度の統合を図るための農

林漁業団体職員共済組合法等を廃止す

る等の法律附則第１６条第３項の規定

により厚生年金保険の実施者たる政府

が支給するものとされた年金である給

付の支給に関する事務であって主務省

令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 

１０２ 農林漁業団体

職員共済組合 

厚生年金保険制度及び農林漁業団体職

員共済組合制度の統合を図るための農

林漁業団体職員共済組合法等を廃止す

る等の法律による年金である給付（同

法附則第１６条第３項の規定により厚

生年金保険の実施者たる政府が支給す

るものとされた年金である給付を除

く。）若しくは一時金の支給又は特例

業務負担金の徴収に関する事務であっ

て主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 
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情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

１０３ 独立行政法人

農業者年金基金 

独立行政法人農業者年金基金法による

農業者年金事業の給付の支給若しくは

保険料その他徴収金の徴収又は同法附

則第６条第１項第１号の規定により独

立行政法人農業者年金基金が行うもの

とされた平成１３年法律第３９号によ

る改正前の農業者年金基金法若しくは

平成２年法律第２１号による改正前の

農業者年金基金法による給付の支給に

関する事務であって主務省令で定める

もの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 

１０４ 独立行政法人

日本スポーツ振興セ

ンター 

独立行政法人日本スポーツ振興センタ

ー法による災害共済給付の支給に関す

る事務であって主務省令で定めるもの

都道府県知事等 生活保護関係情報であって主務省令で定めるもの 

１０５ 独立行政法人

医薬品医療機器総合

機構 

独立行政法人医薬品医療機器総合機構

法による副作用救済給付又は感染救済

給付の支給に関する事務であって主務

省令で定めるもの 

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの 

１０６ 独立行政法人

日本学生支援機構 

独立行政法人日本学生支援機構法によ

る学資の貸与に関する事務であって主

務省令で定めるもの 

医療保険者その他の法令によ

る医療に関する給付の支給を

行うこととされている者 

医療保険各法その他の法令による医療に関する給付の支給に関す

る情報であって主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 

１０７ 厚生労働大臣 特定障害者に対する特別障害給付金の

支給に関する法律による特別障害給付

金の支給に関する事務であって主務省

令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの 
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情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

１０８ 都道府県知事

又は市町村長 

障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律による自立支

援給付の支給又は地域生活支援事業の

実施に関する事務であって主務省令で

定めるもの 

市町村長 児童福祉法による障害児通所支援に関する情報，地方税関係情報，

住民票関係情報，介護保険給付等関係情報又は障害者自立支援給付

関係情報であって主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報又は中国残留邦人等支援給付等関係情報であっ

て主務省令で定めるもの 

１０９ 都道府県知事

又は市町村長 

障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律による自立支

援給付の支給に関する事務であって主

務省令で定めるもの 

障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための

法律第７条に規定する他の法

令により行われる給付の支給

を行うこととされている者 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第

７条に規定する他の法令により行われる給付の支給に関する情報

であって主務省令で定めるもの 

１１０ 都道府県知事

又は市町村長 

障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律による自立支

援医療費，療養介護医療費又は基準該

当療養介護医療費の支給に関する事務

であって主務省令で定めるもの 

国民年金法その他の法令によ

る給付の支給を行うこととさ

れている者 

国民年金法その他の法令による給付の支給に関する情報であって

主務省令で定めるもの 

１１１ 厚生労働大臣 厚生年金保険の保険給付及び国民年金

の給付に係る時効の特例等に関する法

律による保険給付又は給付の支給に関

する事務であって主務省令で定めるも

の 

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの 

１１２ 厚生労働大臣 厚生年金保険の保険給付及び国民年金

の給付の支払の遅延に係る加算金の支

給に関する法律による保険給付遅延特

別加算金又は給付遅延特別加算金の支

給に関する事務であって主務省令で定

めるもの 

市町村長 住民票関係情報であって主務省令で定めるもの 

１１３ 文部科学大

臣，都道府県知事又

は都道府県教育委員

会 

高等学校等就学支援金の支給に関する

法律による就学支援金の支給に関する

事務であって主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 
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情報照会者 事務 情報提供者 特定個人情報 

１１４ 厚生労働大臣 職業訓練の実施等による特定求職者の

就職の支援に関する法律による職業訓

練受講給付金の支給に関する事務であ

って主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 

１１５ 平成２３年法

律第５６号附則第２

３条第１項第３号に

規定する存続共済会

平成２３年法律第５６号による年金で

ある給付の支給に関する事務であって

主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報であって主務省令で定めるもの 

１１６ 市町村長 子ども・子育て支援法による子どもの

ための教育・保育給付の支給又は地域

子ども・子育て支援事業の実施に関す

る事務であって主務省令で定めるもの

市町村長 児童福祉法による障害児通所支援に関する情報，地方税関係情報，

住民票関係情報又は障害者自立支援給付関係情報であって主務省

令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報，児童扶養手当関係情報又は中国残留邦人等支援

給付等関係情報であって主務省令で定めるもの 

１１７ 厚生労働大臣 年金生活者支援給付金の支給に関する

法律による年金生活者支援給付金の支

給に関する事務であって主務省令で定

めるもの 

市町村長 地方税関係情報，住民票関係情報又は介護保険給付等関係情報であ

って主務省令で定めるもの 

１２０ 都道府県知事 難病の患者に対する医療等に関する法

律による特定医療費の支給に関する事

務であって主務省令で定めるもの 

都道府県知事等 生活保護関係情報又は中国残留邦人等支援給付等関係情報であっ

て主務省令で定めるもの 

市町村長 地方税関係情報又は住民票関係情報であって主務省令で定めるも

の 

難病の患者に対する医療等に

関する法律第１２条に規定す

る他の法令による給付の支給

を行うこととされている者 

難病の患者に対する医療等に関する法律第１２条に規定する他の

法令による給付の支給に関する情報であって主務省令で定めるも

の 


